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The effects of Organizational Justice and Occupational Pride on Intention to Safety 
Actions in different types of industries: The adaptation of the Occupational Pride - 
Intention to Implement Safety Actions Model
Hana Oya,  Shigeru Haga  (Rikkyo University) 
　The Occupational Pride - Intention to Implement Safety Actions Model illustrates how occupational pride 
and organizational justice facilitate the implementation of safety actions through two sub-factors of work 
motivation and safety attitudes (Oya & Haga, 2017). In the present study, we verified the adaptability of this 
model to workers who work in different types of industries. We conducted a survey on workers in four types of 
organizations (i.e., manufacturing, hospital, transportation, and information infrastructure). Structural Equation 
Modeling showed good configural invariance of factors, that is, it is valid that the configuration of factors in the 
model assumes to have broad utility in different types of workers. On the intention of adopting safety actions, 
occupational pride had a significant effect among the workers in all four types of organizations studied, while 
other factors such as the subjective safety norm in workplace had a significant effect only among workers in 
particular types of organizations. These results indicate the need to consider the characteristics of a particular 
organization when developing safety measures for its workers.
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業種汎用性のある安全行動の要因モデル
　産業現場において作業者が安全行動をとり続け
ることは，作業者の身体の安全を守るばかりでな
く，事故や遅れが生じる可能性を減らして，安定
的に業務が遂行される基盤であり，産業組織の維
持・発展に不可欠の要素である。1972 年に事業
者の安全衛生上の法的義務が制定されて以降，産
業組織は安全行動を支援するために作業環境や
安全管理システムを整備し，また危険予知活動
や安全講習などの安全活動を推進してきた。成果
として，たとえば生産活動中の作業者の傷害・疾
病である労働災害についてみると，産業災害死傷
者数が 1970 年代に比して 3 分の 1 まで激減した
（中央労働災害防止協会，2017）。この背景には，
作業現場の安全意識の改革が推測される。
　しかし，近年の状況をみると，2010 年以降
は労災死傷者数が 11 万人から 12 万人で推移
しており，労働災害を根絶するには至っていな
い。中災防のホ−ムペ−ジ（中央労働災害防止
協会，2017）が示す直近 6 年間の労働災害発生
件数の推移では，2011 年からの年平均増減率が
全業種で− .04% と，ほぼ変動がない。製造業
（− 1.7％），建築業（− 2.3％）では業界として
1 本研究は，日本学術振興会科学研究費（基盤研究 C，
課題番号 24530796）の助成を受けた。
−42−
減少傾向がみられ，細分類でもガラス製品（−
4.5%），電気通信工事（− 3.9％）など，災害
発生が抑制されてきている。一方，運輸交通業
（0.1%），貨物取扱業（1.3％）と横ばいあるい
は微増の業界でも，航空業（11.4%），陸上貨物
（3.3％）と増加している業種もある。社会福祉施
設（7.1%），一般飲食店（3.2%）などは増加率が
高く，業界・業種としての労働災害防止の取り組
みの遅れが懸念される。
　安全行動は労働災害にとどまらず，医療，交
通，プラント等の産業活動の品質保証にとっても
必須である。医療安全については何よりも患者に
影響があり，また運輸・航空事故では貨客に被害
が及ぶ。ここでの安全行動は業務作業に付加され
るものではなく，作業の本質を担うものである。
しかし，多くの作業現場で，時間的制限下で要求
されるパフォ−マンスを達成し，かつ安全行動を
とるということがジレンマとなっている。安全行
動は，業務における成果と異なり，「達成する（不
具合な結果が生じない）と気づかれない」ために，
作業者にとっては正の強化子が得にくい（臼井，
2007）。
　作業者が葛藤を抱えるなかであえて安全行動を
取り続ける要因として，大谷・芳賀（2016）は製
造業サンプルを用いて，個人の心理的要因である
職業的自尊心が安全行動に正の影響を与えている
ことを検証した。大谷・芳賀（2017）は多業種混
成のサンプルを用いて，個人の職業的自尊心を支
援する産業組織側の要因として組織的公正が有効
であることを示した。
　本研究の目的は，大谷・芳賀（2017）で用いた
サンプルを業種の異なる組織別に編集し，職業的
自尊心 - 安全行動意思モデルおよび組織的公正と
情緒的コミットメントを導入した拡大版職業的自
尊心 - 安全行動意思モデルが多業種に共通する安
全行動の要因モデルとして適用可能であることを
検証することである。これにより，汎用的に産業
組織で職業的自尊心および組織的公正が安全行動
に与える効果を検討することが可能になると考え
られる。また，共通モデルで分析することにより，
業種に共通してみられる要因間関係と組織固有の
関係について検討できるだろう。
職業的自尊心 - 安全行動意思モデル，組織的公正，
情緒的コミットメント
　職業的自尊心 - 安全行動意思モデルは安全行動
の要因モデルであり，職業的自尊心が業務推進意
欲と安全態度を介して安全行動をとろうという意
思を導くという仮説を示している（大谷・芳賀，
2016）。安全行動の要因モデルの概念図を Figure 
1 に示す。
　モデル開発の過程で，業務推進意欲の 2 因子す
なわち技量工夫因子と作業予定厳守因子，および
安全態度の 2 因子すなわち個人行動重視因子とシ
ステム重視因子が見出された。職業的自尊心は自
律的な業務推進意欲である技量工夫因子に正の影
響を与え，技量工夫因子は自律的な安全態度であ
る個人行動重視因子に正の影響を与える。同時に，
他律的な業務推進意欲である作業予定厳守因子に
負の影響を与え，作業予定厳守因子は個人行動重
視因子に負の影響を与えるという影響の連鎖が検
証された。さらに，個人行動重視因子から安全行
動意思に対する正の影響が見られた。システム重
視因子から安全行動意思に対する正の影響もみら
れたが，比較的弱いものであった。
　大谷・芳賀（2017）は，組織的公正が職業的自
尊心に正の影響を与え，安全行動意思に正の影響
を及ぼすことを検証した。組織が従業員を公平公
正に扱っているという従業員の認知は，その人の
職業的自尊心に正の影響を与えていた。
　大谷・芳賀（2017）はまた，組織的公正が正の
影響をもつ情緒的組織コミットメントを分析モデ
ルに導入することで，職業的自尊心が業務推進意
欲と安全態度に及ぼす効果の特性を検討した。職
業的自尊心が安全態度の個人行動重視因子に対し
て持つ直接効果と 2 つの間接効果，すなわち一方
で業務推進意欲の技量工夫因子に正の影響を与
え，他方で作業予定厳守因子に負の影響を与える
ので合算した総合効果が高いのに比して，情緒的
コミットメントは作業予定厳守因子に対して正の
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影響を与える傾向があることで個人行動重視因子
に間接的に負の影響を与えており，合算すると低
い正の総合効果となった。
　職業的自尊心と情緒的コミットメントとの効果
の比較から，職業的自尊心の特性が示唆された。
すなわち，職業的自尊心は仕事自体に焦点を当て
て職業価値を高めることを快とし，自律的な動機
づけに正の影響を与える特性を有していると考え
られた。技量工夫といった仕事自体を対象にした
業務推進意欲は正の影響を受け，作業予定を厳守
するといった仕事の進行に寄与する意欲は，仕事
の質を損なう可能性があれば職業価値の実現の阻
害要因となるので，負の影響を受けた。
　一方，情緒的コミットメントは組織コミットメ
ントの下位概念であり，組織の存続と目的遂行を
是とする態度を含んでいることから，仕事の質を
高める技量工夫因子と組織の業務目的の達成を意
図する作業予定厳守因子の両方に正の影響を持つ
だろうという仮説が立てられた。結果は，情緒的
コミットメントは技量工夫因子に正の影響を与え
ていた。作業予定厳守因子に対する正の影響は，
その傾向があるという結果に留まった（大谷・芳
賀，2017）。仮説に含まれていた「作業予定厳守
因子が仕事の質を損なう可能性があれば」という
前提が，調査対象にどの程度当てはまっていたか
は検討されなかった。作業内容を確定できる業種
別分析では異なる結果がみられる可能性があると
思われる。
　職業的自尊心 - 安全行動意思モデルおよび拡大
版職業的自尊心 - 安全行動意思モデルの要因の概
要は以下のとおりである。
　職業的自尊心　職業につくということは，いわ
ばその仕事を社会から委託されることである。そ
こで，「自分に委ねられた職業には社会に是認さ
れた役割がある」という認識が職業的自尊心の基
となると考える。職業的自尊心の定義は「その職
業が社会で一定の役割を果たしているという認
知，その職業を成立させている価値観が社会的に
Figure 1.　職業的自尊心 - 安全行動意思モデルに組織的公正，情緒的コミット
メントを導入した拡大版職業的自尊心 - 安全行動意思モデルの概念図。
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受け入れられていること，自分の職業が社会と
結びついているという感覚に基づいて，肯定的
に捉えられた自分の職業の価値また職業像」（大
谷・芳賀，2016，p.89）とされている。測定は，
Erikson の自己についての自尊心の定義（Erickson, 
1963 仁科訳 1977; 小此木，1981）に準じて対象を
自分の職業・仕事とした項目と，その職業の社会
的有益性についての項目で行う。項目中の語句「私
の職業は…」の指示内容が職務，職種，所属組織，
あるいは組織のどの単位であるかは指定されず，
回答者が自らの職業・仕事と考える内容に委ねら
れている。
　業務推進意欲　業務推進意欲すなわちワ−クモ
チベ−ションとは仕事において「行動を生じさせ
て一定の報告に向かわせるエネルギ−」（井手，
2004，p.1）である。職業的自尊心 - 安全行動意
思モデルでは，作業者が自分の責任と裁量におい
て果たすべきととらえている日常的な業務の遂行
に関して推進力となっている意識を業務推進意欲
とする。業務推進意欲では技量工夫因子と作業予
定厳守因子を用いる。技量工夫因子は，仕事の効
率や達成，エキスパ−トになることへの志向を示
している（観測項目の例：「新しい仕事を生み出
したときの喜びは何物にも代えがたい」「常にど
うすれば効率が良いかを考えている」など）。作
業予定厳守因子は，業務遂行の遅れに留意し作業
予定の厳守を優先する志向を示している（「少々
定められた手順を飛ばしても，遅れずに自分の担
当を次に引き継ぐことが大切だ」「仕事では，結
果に問題が生じなければ，過程を問われることは
ない」など）。
　安全態度　安全態度とは安全についての持続的
な正または負の認知，情動，行動傾向である。安
全態度では個人行動重視因子とシステム重視因子
を用いる。個人行動重視因子は，個人の行動によ
る安全遂行を重視する態度である（「皆が安全規
則を守っていないのに自分だけ守るのは馬鹿らし
い（逆転項目）」「職員はだれでも，自分の仕事の
現場で起こるかもしれない事故を考えてみるこ
とが必要だ」など）。システム重視因子は，安全
管理システムの整備・遂行を重視する態度である
（「安全規則や作業の基本を守れば，事故は防止で
きる」「安全設備や安全施設が十分に整っていれ
ば事故はなくなる」など）。
　主観的規範　個人がある行動を実際に起こすま
での過程仮説である計画行動理論（Ajzen, 1991）
を援用し，安全行動意思を促す要因として，安全
態度とともに，安全行動の主観的規範と安全行動
の知覚された制御可能性がモデルに導入されてい
る。職場における安全行動の主観的規範とは，安
全行動が職場の重要な他者によって支持・評価さ
れるという認知である（「わたしの職場では，事
故やエラ−を防ぐための行動や取り組みをしても
評価されない（逆転項目）」など）。
　知覚された制御可能性　安全行動について知覚
された制御可能性とは，職場で自分が安全行動を
とることができるという知覚である。知覚された
制御可能性では環境的阻害因子と主体的行動因子
が抽出された。環境的阻害因子とは物理的環境や
社会的環境によって安全行動がとりにくいという
知覚である（「わたしの職場は，安全のための行
動を常に優先できるだけの，時間的な余裕がない
と感じる」など）。得点化により，阻害の程度が
高い場合に低得点となる。主体的行動因子とは自
分は職場で主体的に安全行動をとることができる
という知覚である（「わたしは常に安全のための
行動をとることができる」など）。外部環境が行
動に先行するとの仮定から，環境的阻害因子から
主体的行動因子への負の影響が確かめられた。
　安全行動意思　安全行動意思とは，行動の遂行
に先行する意思である（「仕事で判断に迷ったら，
必ず安全なやり方をとる」など）。これらの行動
が客観的にみて遂行されていれば安全行動要因と
なるが，質問紙調査の回答は主観的認知に留まる
ため，安全行動意思要因とされる。
　組織的公正　組織的公正とは職場が公正である
という認知である。先行研究では，分配的公正，
手続き的公正，対人的公正，情報的公正の下位概
念が見出されており，相互の相関関係はおおむね
高いとされる（Colquitt & Shaw, 2005）。本研究で
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は，下位概念尺度を観測変数とする統合的な組織
的公正を要因とする。
　情緒的コミットメント（組織コミットメント）　
組織コミットメントは「特定の組織に対する個人
の同一化と関与の強さ」（Porter, Steers, Mowday, 
& Boulian, 1974, p.604）と定義される。Allen & 
Meyer（1990）が見出した情緒的コミットメント，
継続的コミットメント，規範的コミットメントの
3 次元に基づき，本研究では情緒的コミットメン
トをとりあげる。
仮説
　本研究の仮説は以下の 2 点である。
　1. 職業的自尊心 - 安全行動意思モデルは異なる
産業組織の分析に用いることができる（要因の配
置不変性をもつ）。
　2. 組織的公正と情緒的コミットメントを含む拡
大版職業的自尊心 - 安全行動意思モデルもまた異
なる産業組織の分析に用いることができる（要因
の配置不変性をもつ）。
　なお，本研究では異なる業界における 4 群のデ
−タを分析対象としているため，業務の専門性や
作業のクリティカル性の違いなどから要因の効果
が異なることが推測される。要因間の効果がサン
プル群間で等しいという測定不変性を検討するこ
とによって，この点も検討する。
　また，サンプル群それぞれの業種代表性は担保
されていないので，本研究の分析対象は組織と考
える。
方　法
回答者
　2013 年 10 月から 2015 年 1 月の間に，4 業種 4
組織の各職場で個別に質問紙を配布し，回答者自
身が封入した封筒を回収し，調査者が開封した。
　4 組織全体の回答者の概要は，有効回答数 1800
（配布数 2544，有効回答率 70.8％），一般社員
1341 名（77.5％），上長 389 名（22.5％），不明 70
名，平均年齢 38.5 歳（SD = 11.4，18 歳―66 歳），
性別は男性 1143 名（64.3％），女性 634 名（35.7％），
不明 23 名であった。
　A 群（製造業）　製造業工場において，2013 年
11 月に調査を実施した。有効回答数 407（配布数
501，有効回答率 81.2％），一般社員 273名（69.8％），
上長 118 名（30.2％），不明 16 名，平均年齢 37.4
歳（SD = 11.5，19 歳―62 歳），全員男性であった。
　B 群（病院）　病院において，2014 年 11 月に
調査を実施した。有効回答数 791（配布数 1169，
有効回答率 67.7％），一般職員 629 名（83.2％），
上長 127 名（16.8％），その他・不明 35 名，平均
年齢 36.8 歳（SD = 10.9，18 歳―65 歳），性別は
男性192名（24.6％），女性587名（75.4％）であった。
　C 群（運輸業）　運輸業において，2014 年 12
月に調査を実施した。有効回答数 362（配布数
608，有効回答率 59.5％），一般社員 285名（81.4％），
上長 65 名（18.6％），不明 12 名，平均年齢 43.5
歳（SD = 11.7，22 歳―66 歳），性別は男性 324 名
（91.0％），女性 32 名（9.0％），不明 6 名であった。
　D 群（情報インフラ業）　情報インフラ業にお
いて，2015 年 1 月に調査を実施した。有効回答
数 240（配布数 266，有効回答率 90.2％），一般社
員 154 名（66.1％），上長 79 名（33.9％），不明 7
名，平均年齢 38.4 歳（SD = 10.6，22 歳―65 歳），
性別は男性 220 名（93.6％），女性 15 名（6.4％），
不明 5 名であった。
質問紙の構成と分析に用いた観測項目
　質問項目は，職業的自尊心 - 安全行動意思モデ
ルを構成する 9 要因および組織的公正，組織コ
ミットメントを測定する項目であった。いずれの
項目も，リッカ−ト尺度 5 件法（1：まったくあ
てはまらない，2：あまりあてはまらない，3：ど
ちらともいえない，4：ややあてはまる，5：よく
あてはまる）で回答を求めた。
　職業的自尊心 - 安全行動意思モデルが大谷・芳
賀（2016）において製造業現業作業者に対して開
発されていたことから，本研究ではまず A 群（製
造業）を用いて要因ごとに 1 因子解を想定した因
子分析（主因子法）を行い，1 因子構造を確認し
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Table 1
職業的自尊心 - 安全行動意思モデルおよび拡大版職業的自尊心 - 安全行動意思モデルの要因の因子分析結果
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Table 1　（承前）
職業的自尊心 - 安全行動意思モデルおよび拡大版職業的自尊心 - 安全行動意思モデルの要因の因子分析結果
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Table 2
確認的因子分析の構造方程式モデリングの適合度
た（Table 1）。業務推進意欲の技量工夫因子と作
業予定厳守因子，安全行動意思について，大谷・
芳賀（2017）で用いられた観測項目に次段落以降
の修正を加えた。つづいて，各要因の確認的因子
分析を構造方程式モデリングで行い，妥当な適合
度が得られた（Table 2）。
　職業的自尊心は，Rosenberg（1965）の Self-
Esteem Scale に基づく職業的自尊心尺度 9 項目に
職業の社会的貢献などにかかわる 4 項目を加え
て，13 項目で測定した（信頼性係数 α ＝ .90）。
業務推進意欲の技量工夫因子は内容的妥当性の観
点から，他者との競争に関する 2 項目「仕事上の
競争は人を鍛えると思う」「同僚に負けたくない」
と，作業の遂行ではなく結果に関する項目「数値
で目に見える成果を上げたい」を除いた 11 項目
に対して因子分析を行った（α ＝ .90）。業務推進
意欲の作業予定厳守因子は，調査項目から共通性
の低かった 4 項目を削除し，6 項目を観測変数と
する作業予定厳守因子とした（α ＝ .64）。安全態
度は個人行動重視因子 9 項目（α ＝ .81），システ
ム重視因子 5 項目を観測項目とした（α ＝ .71）。
安全行動の主観的規範は 5 項目を観測項目とした
（α ＝ .75）。安全行動について知覚された制御可
能性は，安全行動に関わる環境的阻害因子 4 項目
と，主体的に安全行動をとることができるという
認知についての主体的行動因子 4 項目で測定した
（環境的阻害因子：α ＝ .77，主体的行動因子：α 
＝ .67）。安全行動意思は組織成員の安全意識・行
動を測定する 9 項目の観測変数が 1 因子構造であ
ることが確認された（α ＝ .83）。
　組織的公正は Colquitt（2001）の組織的公正尺度
の分配的公正 4 項目（α ＝ .96），手続き的公正 6
項目（α ＝ .76），対人的公正 5 項目（α ＝ .91），情
報的公正 4 項目（α ＝ .93）を用いて測定した。手
続き的公正の観測項目は Colquitt（2001）では 7 項
目であったが，本研究では因子分析において共通
性と因子負荷量の小さかった項目「組織（会社・
事業所・病院）のシステムや手続きでは，自分の
給与や待遇に関する決定に対して，自分が影響を
与えることはできない（逆転項目）」を削除した。
本研究では 4 つの下位概念の測定尺度得点を観測
変数とする組織的公正を潜在変数として扱う。
　情緒的コミットメントは Meyer, Allen, & Smith
（1993）の組織コミットメント尺度の情緒的コミッ
トメント 6 項目（α ＝ .87）を用いて測定した。
質問紙調査では継続的コミットメントと規範的コ
ミットメントも測定したが，本研究では扱わな
かった。
　デモグラフィック項目は，所属部署，職位，性
別，年齢，勤務年数であった。
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結　果
　各要因の観測変数は 4 項目―13 項目あり，そ
れらの回答の平均値をその要因の得点とした。組
織的公正は下位因子ごとの得点を算出した。
　相関係数の算出には要因得点を用いた。相関係
数算出における組織的公正の得点は 4 下位因子得
点の平均値を用いた。
　構造方程式モデリングでは，仮説モデルの各要
因を潜在変数とし，要因得点を観測変数とした。
よって，組織的公正を除くすべての潜在変数，す
なわち職業的自尊心，情緒的コミットメント，業
務推進意欲の技量工夫因子と作業予定厳守因子，
安全態度の個人行動重視因子とシステム重視因
子，主観的規範，知覚された制御可能性の環境的
阻害因子と主体的行動因子，安全行動意思は，観
測変数が 1 つとなった。これら観測変数が 1 つと
なる潜在変数については，観測変数の信頼性係数
と標準偏差から誤差分散を算出し定数として分析
モデルに投入した（豊田・前田・柳井，1992）。
組織的公正の観測変数は，4 つの下位尺度得点を
用いた。
　構造方程式モデリングの適合度の読み方につい
て，「GFI は…，0.9 以上であれば「説明力のある
パス図である」と判断（する）。…変数が 30 以上
のパス図の場合は，GFI が 0.9 を超えていなくて
も，GFI の低さの理由だけでそのパス図を捨てる
必要はない」，「AGFI や CFI（は），どちらも値が
1 に近いほどデータの当てはまりが良い，と判断
（する）」，「RMSEA は，…0.05 以下であれば当て
はまりが良く，0.1 以上であればあてはまりが良
くない。…その間の値の場合はグレーゾーンと呼
ばれており，…そのパス図が妥当であるという詳
しい説明が必要（になる）」（小松，2007，p.18）
と述べられている。また， GFI と AGFI の値の読
み方について，「（モデル A：GFI ＝ 0.94，AGFI 
＝ 0.89，モデル B：GFI ＝ 0.94，AGFI ＝ 0.89 と
いう例について，）いずれのモデルも 0.90 以上の
値であるから，最終的に採用するモデルの候補と
して残す」（豊田他，1992，pp.176-177）と述べ
られている。以上より，本研究では，適合度につ
いて，GFI, AGFI, CFI は 0.9 以上である場合に当
てはまりが良い，0.9 を超えていなくてもパス図
を妥当とする理由があればモデルとして採用を可
とする。RMSEA は 0.05 以下であれば当てはまり
が良い，0.10 以下の場合はパス図を妥当とする理
由があればモデルとして採用を可とする。
要因間の相関関係
　4 群でそれぞれ要因間の相関関係を検討した
（Table 3）。仮説で効果のパスが想定されている
要因間に関係性が確認された。群ごとの様相は類
似していたが，職業的自尊心と業務推進意欲の技
量工夫因子，安全態度のシステム重視因子と安全
行動意思の相関係数が群による差が相対的に大き
かったので，パス係数の推定値が異なってくるこ
とが推測された。
分析モデルの妥当性：A 群（製造業）
　先行研究で用いられた観測変数から変更があっ
たので，A 群（製造業）において仮説モデルの妥
当性を検討した。
　職業的自尊心 - 安全行動意思モデル　構造方程
式モデリングの結果，適合度 GFI = .98, AGFI = 
.92, CFI = .98, RMSEA = .07 が得られた。RMSEA
はグレーゾーンであったが，要因間の効果の仮説
は論理的根拠があるので，モデルの採用は適当と
考えられた。これにより，修正した観測変数群を
用いた職業的自尊心 - 安全行動意思モデルによる
分析が妥当であることが確認された。
　拡大版職業的自尊心 - 安全行動意思モデル　構
造方程式モデリングの結果，適合度 GFI = .96, 
AGFI = .92, CFI = .96, RMSEA = .06 が得られた。
RMSEA はグレーゾーンであったが，要因間の効
果の仮説は論理的根拠があるので，モデルの採用
は適当と考えられた。これにより，拡大版職業的
自尊心 - 安全行動意思モデルにおいても修正した
観測変数群を用いた分析が妥当であることが確認
された。
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A群：製造業（n  = 407）
α 平均値 SD 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
1 職業的自尊心 .90 3.50 0.59 ─
2 技量工夫 .90 3.77 0.53 .48 ** ─
3 作業予定厳守 .64 2.82 0.50 -.18 ** -.02 ─
4 個人行動重視 .81 3.88 0.51 .44 ** .56 ** -.34 ** ─
5 システム重視 .71 2.99 0.64 -.08 -.07 .19 ** -.22 ** ─
6 主観的規範 .75 3.23 0.54 .43 ** .32 ** -.07 .28 ** .10 * ─
7 環境的阻害 .77 3.02 0.68 .24 ** .21 ** -.16 ** .19 ** -.01 .32 ** ─
8 主体的行動 .67 3.45 0.51 .40 ** .49 ** -.25 ** .56 ** -.12 * .30 ** .39 ** ─
9 安全行動意思 .83 3.19 0.44 .45 ** .53 ** -.24 ** .58 ** -.08 .43 ** .24 ** .61 ** ─
10 組織的公正 ─ 3.26 0.58 .41 ** .26 ** -.06 .28 ** -.07 .56 ** .34 ** .32 ** .30 ** ─
11 情緒的コミットメント .83 3.39 0.70 .64 ** .53 ** -.10 * .37 ** -.08 .35 ** .26 ** .39 ** .40 ** .42 **
B群：病院（n  = 791）
α 平均値 SD 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
1 職業的自尊心 .91 3.79 0.65 ─
2 技量工夫 .85 3.63 0.52 .39 ** ─
3 作業予定厳守 .62 2.66 0.51 -.12 ** .05 ─
4 個人行動重視 .75 3.91 0.46 .36 ** .44 ** -.39 ** ─
5 システム重視 .64 2.81 0.57 -.02 .03 .27 ** -.14 ** ─
6 主観的規範 .70 3.37 0.54 .36 ** .26 ** -.05 .35 ** .03 ─
7 環境的阻害 .78 3.08 0.71 .22 ** .09 * -.13 ** .21 ** -.10 ** .17 ** ─
8 主体的行動 .66 3.31 0.56 .35 ** .40 ** -.11 ** .41 ** -.01 .40 ** .42 ** ─
9 安全行動意思 .77 3.20 0.43 .36 ** .42 ** -.24 ** .55 ** .03 .43 ** .16 ** .56 ** ─
10 組織的公正 ─ 3.17 0.66 .36 ** .20 ** -.07 * .21 ** -.11 ** .36 ** .32 ** .22 ** .20 ** ─
11 情緒的コミットメント .87 3.03 0.81 .46 ** .37 ** -.03 .25 ** -.02 .31 ** .27 ** .33 ** .30 ** .45 **
C群：運輸業（n  = 362）
α 平均値 SD 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
1 職業的自尊心 .90 4.03 0.63 ─
2 技量工夫 .84 3.98 0.48 .41 ** ─
3 作業予定厳守 .71 2.65 0.62 -.10 * -.02 ─
4 個人行動重視 .80 4.20 0.49 .44 ** .51 ** -.39 ** ─
5 システム重視 .67 2.59 0.69 -.08 -.07 .16 ** -.24 ** ─
6 主観的規範 .72 3.62 0.59 .37 ** .36 ** -.04 .37 ** -.01 ─
7 環境的阻害 .82 2.94 0.85 .23 ** .14 ** -.08 .23 ** -.17 ** .32 ** ─
8 主体的行動 .67 3.64 0.61 .46 ** .43 ** -.16 ** .52 ** -.20 ** .44 ** .44 ** ─
9 安全行動意思 .82 3.44 0.46 .41 ** .51 ** -.29 ** .62 ** -.08 .50 ** .28 ** .68 ** ─
10 組織的公正 ─ 3.33 0.73 .29 ** .28 ** -.08 .26 ** -.06 .50 ** .44 ** .26 ** .23 ** ─
11 情緒的コミットメント .88 3.42 0.87 .60 ** .33 ** -.02 .31 ** -.11 * .42 ** .32 ** .38 ** .27 ** .50 **
D群：情報インフラ業（n  = 240）
α 平均値 SD 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
1 職業的自尊心 .91 4.08 0.64 ─
2 技量工夫 .86 3.91 0.55 .60 ** ─
3 作業予定厳守 .65 2.64 0.62 -.17 ** -.09 ─
4 個人行動重視 .83 4.25 0.51 .38 ** .45 ** -.40 ** ─
5 システム重視 .61 2.69 0.67 -.09 -.06 .26 ** -.19 ** ─
6 主観的規範 .76 3.71 0.62 .40 ** .37 ** -.21 ** .41 ** .05 ─
7 環境的阻害 .82 3.24 0.87 .30 ** .26 ** -.24 ** .39 ** -.12 .37 ** ─
8 主体的行動 .78 3.72 0.68 .44 ** .56 ** -.33 ** .62 ** -.10 .53 ** .52 ** ─
9 安全行動意思 .85 3.51 0.52 .45 ** .58 ** -.37 ** .61 ** -.05 .57 ** .32 ** .72 ** ─
10 組織的公正 ─ 3.59 0.66 .41 ** .33 ** -.14 * .31 ** -.02 .51 ** .41 ** .32 ** .34 ** ─
11 情緒的コミットメント .84 3.45 0.78 .66 ** .59 ** -.10 .36 ** -.04 .43 ** .29 ** .42 ** .43 ** .47 **
注）組織的公正要因の得点は，4つの下位因子得点の総和の平均値で代替した。
* p < .05, ** p < .01
Table 3
要因間の相関係数
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要因間の相関係数
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3 群におけるモデルの適合
　職業的自尊心 - 安全行動意思モデルおよび拡大
版職業的自尊心 - 安全行動意思モデルを共通の分
析モデルとして，各群に構造方程式モデリングを
行った。得られた適合度を Table 4 に記す。
　職業的自尊心 - 安全行動意思モデル　サンプル
3 群で構造方程式モデリングを行った。B 群（病
院），C 群（運輸業），D 群（情報インフラ業）に
おいて AGFI と RMSEA が十分ではなかった。
　拡大版職業的自尊心 - 安全行動意思モデル　サ
ンプル 3 群で構造方程式モデリングを行った。C
群（運輸業），D 群（情報インフラ業）において
AGFI が十分ではなかった。
配置不変性の検討
　配置不変性の検討を構造方程式モデリングで
行った結果の適合度を Table 4 に記す。
　職業的自尊心 - 安全行動意思モデル　A 群（製
造業）以外の対象母集団において分析モデルの適
合が不良であったが，「各集団での適合が悪い場
合でも，同時分析をすることで適合が向上する場
合もある」（豊田，2007，p.76）ため，配置不変
性の検討を行った。4 群のいずれの母集団におい
ても要因間にパスを等しく配置できるとの仮定の
もとで分析モデルを適用したところ，適合度は
GFI = .97, AGFI = .87, CFI = .95, RMSEA = .05 で
あった。AGFI の値は低いが，モデルの適合度は
許容範囲と考えられた。分析結果は，業種の異な
る組織において当モデルが示す要因の配置不変性
が成立していることを示した。よって，職業的自
尊心 - 安全行動意思モデルの業種に限定されない
適用可能性が示唆された。
　拡大版職業的自尊心 - 安全行動意思モデル　分
析モデルの適合が良いとは言えない対象群もあっ
たが，職業的自尊心 - 安全行動意思モデルの分
析と同様に，4 群で配置不変性の仮定のもとで
分析モデルを適用したところ，適合度は GFI = 
.95, AGFI = .89, CFI = .95, RMSEA = .04 であった。
AGFI の値は低いが，モデルの適合度は許容範囲
と考えられた。分析結果は，業種の異なる組織に
おいて当モデルが示す要因の配置不変性が成立し
ていることを示した。よって，職業的自尊心 - 安
全行動意思モデルの業種に限定されない適用可能
性が示唆された。
測定不変性の検討
　測定不変性の検討を構造方程式モデリングで
行った結果の適合度を Table 4 に記す。
　職業的自尊心 - 安全行動意思モデル　4 群で要
因間の効果が等しいとの仮定を置く測定不変性を
検討したところ，適合度は GFI = .96, AGFI = .91, 
CFI = .94, RMSEA = .04 であった。
Table 4
分析モデルの適合度
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　拡大版職業的自尊心 - 安全行動意思モデル　同
様に，4 群で要因間の効果が等しいとの仮定を置
く測定不変性を検討したところ，適合度は GFI = 
.94, AGFI = .90, CFI = .94, RMSEA = .04 であった。
職業的自尊心 - 安全行動意思モデルおよび拡大版
職業的自尊心 - 安全行動意思モデルにおいて，配
置不変モデルと測定不変モデルの適合度を比較し
た。
　職業的自尊心 - 安全行動意思モデルでは，要因
不変モデルにくらべて観測不変モデルでは GFI
値と CFI 値は小さくなっている。一方，AGFI 値
は大きくなっており，RMSEA 値は小さくなって
いる。GFI 値と AGFI 値の差は要因不変モデルで
は 0.098，測定不変モデルでは 0.044 であり，こ
の点では測定不変モデルのほうがより分析モデル
として望ましい。AIC 値は観測不変モデルで小さ
くなっており，総合的には観測不変モデルの採用
は妥当と思われる。
　拡大版職業的自尊心 - 安全行動意思モデルで
は，要因不変モデルにくらべて観測不変モデル
では GFI 値と CFI 値は小さくなっている。一方，
AGFI 値は大きくなっており，RMSEA 値は小さ
くなっている。GFI 値と AGFI 値の差は要因不変
モデルでは 0.058，測定不変モデルでは 0.036 で
あり，この点では測定不変モデルのほうがより分
析モデルとして望ましい。AIC 値は観測不変モデ
ルで大きくなっている。総合的には要因不変モデ
ルの採用が妥当と思われる。
　上記のとおり，適合度からは職業的自尊心 - 安
全行動意思モデルにおいては測定不変の仮定が妥
当と思われるが，拡大版職業的自尊心 - 安全行動
意思モデルにおいては測定不変モデルの採用が妥
当と思われた。本研究では，サンプル群の業務の
専門性や作業のクリティカル性の違いなどから要
因の効果が異なることが推測されていたので，測
定不変モデルを採用せず，配置不変モデルによっ
て以後の分析を行うこととする。
組織ごとのパス係数と要因から安全行動意思への
総合効果
　職業的自尊心 - 安全行動意思モデルおよび拡大
版職業的自尊心 - 安全行動意思モデルを用いた構
造方程式モデリングにより，各群のパス係数が算
出された。職業的自尊心 - 安全行動意思モデルは
拡大版職業的自尊心 - 安全行動意思モデルに包摂
されるので，本節では拡大版職業的自尊心 - 安全
行動意思モデルの標準化解を扱う（Figure 2）。ま
た，4 群のパス係数を一対比較して差の検定を行
い，局所的な差を検討した。有意差がみられたパ
ス係数の差の検定統計値を Table 5 に記した。本
研究で用いた差の検定統計値は IBM SPSS Amos 
23 を用いて算出しており，「この値は，2 つのパ
ス係数の差異を標準正規分布に変換した値であ
る」（小塩，2004，p.211）。
　標準パス係数の概要は以下のとおりであった。
　1. 組織的公正は職業的自尊心に中程度から強い
正の影響を与えていた（.35―.54）。C 群（運輸業）
（.35）での影響は中程度で，他群よりも有意に小
さかった。また情緒的コミットメントに強い正の
影響を与えていた（.56―.63）。
　2. 情緒的コミットメントは業務推進意欲の技量
工夫因子に正の影響を与えていた（.15—.47）。B
群（病院）（.27），C 群（運輸業）（.15）は有意に
低値であった。デ−タ全体の分析では作業予定厳
守因子に対して弱い正の影響（.07）がみられた（大
谷・芳賀，2017）が，群別では影響はみられなかっ
た。
　3. 職業的自尊心は業務推進意欲の技量工夫因子
に正の影響を与え（.22―.37），作業予定厳守因子
に負の影響を与えていた（− .19―− .28）。いず
れも弱いないし中程度のパスであり，群間に有意
な差はみられなかった。職業的自尊心から安全態
度の個人行動重視因子に対して B 群（病院）（.13），
C 群（運輸業）（.24）で弱い正の影響がみられたが，
A 群（製造業）（.13）では有意傾向であり，D 群（情
報インフラ業）では有意ではなかった。
　4. 業務推進意欲の技量工夫因子は安全態度の
個人行動重視因子に強い正の影響を与えていた
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Figure 2.　拡大版職業的自尊心 - 安全行動意思モデルの構造方程式モデリングの結果（標
準化解，2013 年—2015 年）。
注）A 群（製造業 , n = 407）, B 群（病院 , n = 791）, C 群（運輸業 , n = 362）, D 群（情
報インフラ業 , n = 240）。
図では，有意なパスのみを記した。
潜在変数名の下に記したのは，各群における R2 である。これらの R2 はすべて 1% 水準
で有意であった。
外生変数間，誤差変数間の共変関係は別表に記した。
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（.51—.63）。A 群（製造業）（.63）と B 群（病院）（.54）
に有意差があり，A 群（製造業）ではより強い正
の影響がみられた。
　5. 業務推進意欲の作業予定厳守因子は安全態
度の個人行動重視因子に負の影響を与えていた
（− .44―− .56）。B 群（病院）（− .56）と C 群（運
輸業）（− .47）に有意差があり，B 群（病院）で
は強く負の影響を与えていた。一方，システム重
視因子に正の影響を与えていた（.21―.41）。やは
り B 群（病院）（.41）と C 群（運輸業）（.21）に
有意差があり，B 群（病院）では強い正の影響を
与えていた。
　6. 安全態度の個人行動重視因子は制御可能性の
主体的行動因子に強い正の影響を与えていた（.50
―.72）。パス係数は A 群（製造業）（.72）で高く，
B 群（病院）（.50）で低かった。
　7. 制御可能性の環境的阻害因子は，主体的行動
因子に正の影響を与えていた（.33―.44）。環境的
阻害があると，主体的な行動における制御可能性
の認知は負の影響を受けていた。
　8. 主観的規範に対して，組織的公正は強い正の
影響を与えていた（.44―.71）。その中でB群（病院）
（.44）では有意にパス係数が小さかった。職業的
自尊心からは弱いあるいは中程度の正の影響がみ
られた（.14―.24）。D 群（情報インフラ業）では
有意な影響はみられなかった。
　9. 安全行動意思に対して安全態度の個人行動重
視因子（.31―.50）と制御可能性の主体的行動因
子（.35―.75）から正の影響がみられた。主体的
行動因子からの正の影響は，C 群（運輸業）（.75）
で有意に高かった。安全態度のシステム重視因子
からの正の影響が B 群（病院）（.16），C 群（運輸業）
（.28）でみられた。主観的規範からの弱い正の影
響（.13―.21）がみられたが，C 群（運輸業）で
はみられなかった。
　パス係数を，組織間で共通してみられる要因間
の効果と組織固有の効果に分類すると以下のとお
りであった。
　共通してみられる効果　職業的自尊心から業務
推進意欲の技量工夫因子に対する正の影響を介し
て安全態度の個人行動重視因子を高める間接効
果，また業務推進意欲の作業予定厳守因子に対す
る負の影響を介して個人行動重視因子を高める間
接効果が共通してみられた。個人行動重視因子が
安全行動意思に対して及ぼす直接効果と，制御可
能性の主体的行動因子を介して間接効果を与える
こと，および制御可能性の環境的阻害因子から主
体的行動因子への負の影響も共通していた。
　その他，情緒的コミットメントから技量工夫因
子へ，作業予定厳守因子から安全態度のシステム
重視因子へ，組織的公正から主観的規範へ，それ
ぞれ正の影響が共通してみられた。
Table 5
パス係数の差の検定統計量
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　組織固有にみられた効果　職業的自尊心から個
人行動重視因子に対する正の影響が，A 群（製造
業），B 群（病院），C 群（運輸業）でみられた。
システム重視因子から安全行動意思に対する正の
影響が，B 群（病院），C 群（運輸業）でみられ
た。職業的自尊心から主観的規範に対する正の影
響が，A 群（製造業），B 群（病院），C 群（運輸業）
でみられた。
　モデルの構成要因から安全行動意思への総合効
果を，要因間の直接効果と間接効果の総和から算
出した（Table 6）。安全行動意思に対する総合効
果は，A 群（製造業），B 群（病院），C 群（運輸業），
D 群（情報インフラ業）の順で，職業的自尊心か
らは .29, .29, .43, .23，情緒的コミットメントから
は .18, .10, .07, .16，組織的公正からは .41, .24, .19, 
.34 であった。いずれの群でも職業的自尊心から
の総合効果が情緒的コミットメントからの総合効
果よりも大きかった。
考　察
職業的自尊心 - 安全行動意思モデルおよび拡大版
職業的自尊心 - 安全行動意思モデルの適用可能性
　要因の観測変数を修正したうえで製造業サンプ
ルで検証された職業的自尊心 - 安全行動意思モデ
ルを，病院，運輸業，情報インフラ業の各サンプ
Table 6
モデルの構成要因から安全行動意思への総合効果
ルに対して共通の分析モデルとする可能性につい
て，要因の配置不変性の仮定をおいた多母集団分
析で検討した。許容可能な適合を得たことから，
仮説 1「職業的自尊心 - 安全行動意思モデルは異
なる産業組織の分析に用いることができる」が検
証された。
　同様に，拡大版職業的自尊心 - 安全行動意思モ
デルにおいても要因の配置不変性の仮定をおいた
多母集団分析で許容可能な適合を得た。これによ
り，仮説 2「組織的公正と情緒的コミットメント
を含む拡大版職業的自尊心 - 安全行動意思モデル
もまた異なる産業組織の分析に用いることができ
る」が検証された。
本研究が描く各組織の作業者像：要因間関係の共
通性と組織固有性
　パス係数の分析で，大谷・芳賀（2016），大谷・
芳賀（2017）で重要とされた職業的自尊心の効果
が共通してみられた一方，組織固有にみられた効
果もあった。そこから描かれる作業者像について
考察する。
　まず，組織に共通してみられた像を述べる。
　作業者は所属組織が自分や従業員に公平公正で
あると認知するとき，つまり報酬・待遇・手続き
の公正さや上長が部下を対人的にも情報的にも誠
実に扱っていることを感じるとき，自分の職業価
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値を高く評価し，かつ組織に愛着を持ち留まりた
いと願う。また，職場で安全行動が支持されると
感じる。
　仕事に誇りを感じている作業者も組織に愛着を
持つ作業者も，ともに仕事上の達成や技術向上に
意欲がある。一方で，仕事に誇りを持っていると
作業予定を厳守するためであっても不安全行動は
とりたくないと思う。
　技量工夫への意欲は自分自身の行動が職場の安
全を支えると考える傾向を促す。それによって「私
は安全行動がとれる」というコントロ−ル感が促
され，また安全行動を実行しようという意思も高
まる。作業予定を厳守する意欲が高い作業者は，
安全は安全規則や設備，管理システムなどによっ
て守られるべきものと考え，経営者や上司の行動
を重視する。
　次に，安全行動意思への要因の効果と組織特性
の関連を考える。
　A 群（製造業）と D 群（情報インフラ業）は大谷・
芳賀（2016），大谷・芳賀（2017）で示された作
業者像をほぼ踏襲していた。職業的自尊心が技量
工夫しようという意欲を促進し，作業予定を厳守
しようという意欲を抑制して，総合的に「安全の
第一歩は自分の行動」という態度を促していた。
一方，組織の公正さの認知の効果が顕著で，安全
行動意思に対する総合効果は職業的自尊心の効果
よりも組織的公正の効果が大きかった。組織的公
正から職業的自尊心への正の影響も比較的強く，
また組織の公正さの認知は職場で安全行動が支持
されるという認知を高めていた。作業予定厳守因
子に促された安全態度のシステム重視因子は，安
全行動意思には寄与していなかった。
　A 群（製造業）と D 群（情報インフラ業）の
業務の形態は，作業者の自己裁量割合が低いこ
と，日常の作業が直接に自分や他者の生命を脅か
すようなクリティカルなものではないこと，職務
の専門性が低く，個人の職務と組織内役割の区分
がしがたいことが推測される。これらの業務特性
をもって，安全行動意思に対して職業的自尊心よ
りも組織的公正の効果が大きいという結果を説明
できるだろう。まず，作業予定厳守因子の意味合
いである。作業での自己裁量部分が少ないことか
ら，作業予定厳守因子の観察項目で問われている
内容は仕事の質を低下に直結することが考えられ
る。また作業予定を厳守することが個人の生命な
どにクリティカルとは言えないので，作業予定を
厳守する程度に職業的自尊心が効果を与える余地
がある。そのために，作業予定厳守因子は安全へ
の危険要因として，仕事の質を優先的に考える作
業者にとっては抑制されるべき意欲となる。次に，
主観的規範をみると，職場で安全行動が支持され
ているという認知が安全行動意思に正の影響を与
えていた。組織の公正さと安全行動を支持する姿
勢を明確に伝えることが作業者の安全行動を促進
する効果が期待される。
　B 群（病院）と C 群（運輸業）では，組織的
公正が安全行動意思に及ぼす総合効果よりも職業
的自尊心が及ぼす総合効果が大きかった。組織的
公正が職業的自尊心に与える正の影響が比較的小
さかった。職場で安全行動が評価されるかどうか
の認知に対して，A 群（製造業），D 群（情報イ
ンフラ業）と比して，組織的公正の貢献が少なく，
職業的自尊心の正の影響が強かった。職場に関す
る認知である主観的規範から作業者自身の安全行
動意思に対する正の影響が低値あるいは有意でな
かった。情緒的組織コミットメントから技量工夫
因子に対する正の影響が A 群（製造業），D 群（情
報インフラ業）よりも小さかった。システムによ
る安全管理を重視する態度が安全行動意思に正の
影響を与えていた。これらの結果は何を意味して
いるのだろう。
　B 群（病院）と C 群（運輸業）では組織と作
業者の結びつきが比較的弱いことがうかがわれ
る。職場の安全規範の認知が自分の安全行動意思
に正の影響を与えない（C 群 運輸業），職業的自
尊心と情緒的コミットメントの共変関係が比較的
弱い（B 群 病院），組織への情緒的コミットメン
トが比較的低い（B 群 病院），といった結果もみ
られた。組織的公正と情緒的コミットメントは所
属組織に関する認知であるのに対して，職業的自
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尊心は作業者個人が自分の職業を社会の中に位置
づける心理的要素であるため，両者は性質が異な
る（大谷・芳賀，2017）。
　B 群（病院）は病院勤務者であり，病院の業務
の多くは専門性が高く，自己裁量の比率が高い。
仕事は多様で，しばしばタイミングがクリティカ
ルとなる。「病気や怪我自体がすでに通常の状態
では（なく，…）いつどのようなことが起こるの
か予測でき（ない）」（松尾，2007, p.161）という
作業現場である。B 群（病院）では，作業予定厳
守因子に，個人行動重視因子に対する負の影響を
除いて考えるならば，安全行動の遂行に一定の正
の影響が見込まれた。これは，業務の性質上，「時
には定められた手順を踏まないことがあっても，
作業予定を厳守する」という意欲の中に，作業者
の自己裁量の下で状況即応的に条件内で可能で妥
当な選択をするという内容が含まれているためで
はないかと考えられる。そうであるならば，適切
な安全施策は，作業予定厳守に対する強い意欲を
抑制することよりも，作業予定厳守に対する意欲
と個人行動を重視する安全態度が相反する程度を
抑えることではないだろうか。つまり，個人の安
全行動の中の手順順守ではない要素を強化する，
たとえばレジリエンス教育を実施するといったこ
とである。このように，業務によっては，作業予
定厳守に対する業務推進意欲と個人行動を重視す
る安全態度の双方から安全行動意思を高める方策
をとることが実態に即していると思われる。
　C 群（運輸業）の特徴的な点は，物理的・時間
的・人員的な環境が安全行動を阻害する場合に安
全行動意思に対する負の影響が比較的大きかった
ことである。C 群（運輸業）は運輸業従事者であ
り，業態は小型航空機による業務が中心で，少人
数（3 名程度）の担当チ−ムが個別に機器操作や
業務管理の責任を負い，不具合が生じた場合には
自らの生命等にも影響が生じる可能性があるとい
うものである。輸送が主業務であり，作業予定を
厳守することは仕事の品質保証の本質的要素であ
る。組織の安全担当者によると，常に移動を伴う
業務であるために，上長との関係性が希薄になる
ことが懸念されていた。C 群（運輸業）では，個
人内に着目すると，職業的自尊心が安全行動意思
に与える総合効果が大きかった。特に「安全行動
は通常業務の一部なので，負担は感じず実行でき
る」といった主体的行動についての制御可能性が
安全行動意思に強い影響を与えていた。組織側に
着目すると，組織的公正や情緒的コミットメント
の効果が小さかった。しかし，環境整備とシステ
ムによる安全管理の効果は大きかった。業務がク
リティカルでありながら組織と個人の結びつきが
弱い組織では，機器や作業環境の整備，安全行動
を可能にする業務管理など，安全確保の組織運営
が有効な安全施策となることが考えられる。
現実的含意：拡大版職業的自尊心 - 安全行動意思
モデルの効用
　分析ツ−ルとして，拡大版職業的自尊心 - 安全
行動意思モデルを用いて業種を限定しない分析が
おこなえることが示された。このことにより，業
種横断的な分析が可能となった。たとえば，情緒
的コミットメントから作業予定厳守因子に対する
効果は，業種混成データでは− .07 のパス係数が
得られていた（大谷・芳賀，2017）。しかし，今
回の分析ではいずれの群でも有意な効果がみられ
なかった。この結果の背後には，業種や組織によ
る効果よりも個人特性，つまり職位や業務の自己
裁量割合などの効果を考えることができよう。
対策提案ツ−ルとして，拡大版職業的自尊心 - 安
全行動意思モデルを用いて安全行動に資する影響
の過程を要因間の関係から記述することにより，
調査対象組織の長所弱点を示し，具体的な改善提
案を行うことができる。各組織の業務が持つ特性
を生かした提案を行うことで，実効性が期待され
る。
研究の限界と今後の課題
　本研究では異なる業種の組織のサンプルを用い
て，組織特性と分析結果の関連を考察した。今回
の考察で用いた組織が属する業種の特性は，それ
ぞれの組織の安全担当者などの発言を参考にした
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ものであり，生態的に妥当なものであった。今後，
業種の業務特性についてエビデンスベースで記述
することにより，業種の特性と安全に関する要因
の効果の関連についてより有効な論考が行えるだ
ろう。
　また，本研究のサンプルは業種代表性が担保さ
れておらず，一つの組織から業界全体の特性を考
察することはむずかしい。同一業種から複数サン
プルを得ることで，産業場面に共通する安全評価
を行うとともに，業界の業務特性に応じた安全施
策の提案が可能になると考えられる。
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